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津波防災地域づくり法とは

最大クラスの津波が発生した際も『何としても人命を守る』

出典：国土交通省津波防災地域づくりパンフレット

令和４年３月作成 ・基本的考え方

被害の最小化を主眼とする「減災」の考え方に基づき、対策

を講ずることが重要と考え、ハード・ソフト対策の適切な組

み合わせにより施策を実施

・最大クラスの津波

発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害をもた

らす津波

大分県の最大クラスの津波：南海トラフ地震、別府湾の地震、

周防灘断層帯主部
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〇将来起こりうる津波災害の防止・軽減のためにハード・ソフトの施策を組み合わせた「多

重防御」による「津波防災地域づくり」を推進

・津波災害警戒区域の指定

警戒避難体制を特に整備すべき区域を指定することで、避難

体制等の強化を目的に都道府県知事が指定できる。

津波災害を防止



砂浜

津波避難ビル

津波避難ビル

海岸堤防

津波浸水想定

津波避難場所（高台）

津波避難場所（高台）

指定緊急避難場所
（小中学校等）

津波が発⽣した場合に。住⺠等の⽣

命・身体に危害が生じるおそれがあ

る区域で、津波災害を防止するため

に警戒避難体制を特に整備すべき区

域
都道県知事が指定

津波災害警戒区域（イエローゾーン）

海

高台の土地

避難路

避難路

津波災害警戒区域のイメージ

津波災害警戒区域とは

☞津波浸水想定の内

側が津波災害警戒区

域となります。
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令和5年 3月 佐伯市、津久見市、臼杵市

・津波ハザードマップの作成 《大分市》

・地域防災計画に必要事項の記載《大分市》

・避難促進施設（病院・高齢者施設等）
の避難計画作成、訓練実施 《施設管理者等》

・宅地建物取引法に基づく重要事項説明
《宅地建物取引業者》

令和5年11月 別府市、中津市、豊後高田市、杵築市､ 国東市

姫島村､日出町

県内の指定状況

※令和７年度以降 大分市も指定を受ける予定 4

津波災害警戒区域指定後の義務付



これまでの地震・津波対策

・H23.3:東日本大震災の発生
↓

・H24:南海トラフ地震に対する
ハザードマップ作成・公表

・H25:地震防災対策推進地域及び
津波避難対策特別強化地域に指定
される

・H27:津波浸水区域内で地震津波避
難行動計画を作成した自主防災組
織（135組織）率100％

出典：大分市「わが家の防災マニュアル」より
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大分市におけるこれまでの地震・津波対策



別府湾の地震

津波浸水域

周防灘断層帯主部
津波浸水域

南海トラフ地震

津波浸水域

公 園

最大クラスの

津波浸水想定

最大クラスの津波の考え方

津波避難ビル

津波避難ビル

津波避難ビル

津波避難ビル 津波避難ビル
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■ 南海トラフ地震による津波浸水域

■ 最大クラスの津波浸水想定
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２つの浸水域の重ね図



南海トラフ地震による

津波浸水域

別府湾の地震による
津波浸水域
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別府湾の地震による津波の影響

80％程度



・東日本大震災において津波により多くの建築物が滅失・損壊したことから、津
波に対する建築物の構造耐力上の安全性確保の重要性があらためて認識された。

津波に対して安全な津波避難ビルを
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津波避難ビルの構造要件の追加

これまでの指定要件

鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造

3階建て以上の建物

新耐震設計基準（昭和56年施行）に適合

24時間（常時）避難が可能

津波により転倒した鉄筋コンクリート造の建物

津波に対して安全な構造であることが必要

これまでの指定要件に耐浪性（津波に対する建物の安全性）の追加を検討

出典：国土技術政策総合研究所
（津波避難ビル等の構造上の要件の解説）



津波避難ビルの指定は、東日本大震災後に各自主防災
組織から依頼を受け、大分市がビル所有者との協議や協
定案等の作成を行い、大分市と自主防災組織、ビル所有
者の3者協定を締結しています。

津波避難ビル協定のあり方

12

津波避難ビルの協定について

協定書の第7条を抜粋

（相互協力）第７条 自主防災組織及びビル所有者は、
津波による避難時に地域住⺠等や施設⼊居者の状態に応

じて相互協力できるよう、日頃から交流及び情報交換を
行うよう努めるものとする。



最大クラスの津波に対して安全な津波避難ビルは？
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南海トラフ地震による津波 別府湾の地震による津波

① 耐浪性 〇 耐浪性 〇

② 耐浪性 〇 耐浪性 ×

③ 耐浪性 × 耐浪性 × ←津波避難ビルの協定解除

課題①：既存の津波避難ビルの活用について

浸水区域内にある津波避難ビル

の内３割程度
←

大分市からの提案

追加要件に適合した津波避難ビルだけを残した場合（①）、緊急時に避難場所
となる施設が少なくなってしまう。大分市では南海トラフ地震対策を喫緊の課
題と捉えていることや、避難場所の確保が重要との考えから、②については津
波避難ビルとして継続利用を、③については協定解除を提案します。

令和５年度調査

既存の津波避難ビルにおける耐浪性診断結果による分類



≪問題点≫

・地域の避難訓練で使用する際に、ビル所有者や住⺠

への事前連絡が無かったことによるトラブルが発生

した。

・オートロックの住⺠開錠などについて周知されてお

らず訓練時に避難できなかった事例もある。
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課題②： 自主防災組織とビル所有者の連携の再構築

≪現状≫
自主防災組織の代表やビル所有者等の交代などにより
日ごろからの交流や情報交換が希薄化している。



大分東部公⺠館を例に・・・

南海トラフ地震津波浸水域

（浸水なし）
最大クラスの浸水想定区域

（浸水深3.5ｍ）

津波の際に浸水想定区域内の緊急
避難場所の開設は行わない
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課題③：指定緊急避難場所の見直し



住⺠検討会の開催（5地区）

ビル所有者への説明（令和6年９⽉〜令和7年２月）

検討会及びビル所有者の意見集約
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今後のスケジュール

大分県による津波災害警戒区域の指定

津波ハザードマップ改定に伴う説明会の開催

津波ハザードマップの作成・配布

令和6年度

令和７年度以降

※今後、津波浸水想定の見直しなどから予定が変わる可能性もあります。



・既存の津波避難ビルの活用について

・『自主防災組織とビル所有者の連携』の再構築

・指定緊急避難場所の見直し

・自主防災組織で作成した『地震・津波避難行動計画』

の見直し
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今後の課題



説明は、以上となります。

これより既存の津波避難ビルの活用について

意見交換会をお願いします。

意見交換
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